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 While most of the developed countries are suffering from economic stagnation , East Asian 
countries enjoy rapid economic growth. Although professor Krugman raised an objection to 

 "Asian Miracle", we can attribute high growth rate to  two _kinds of technological progress 
one embodied to capital and the other to human capital , both of which are not contained in 
TFP. It is considered that foreign direct investment(FDI) is one form of technology transfer . 
We notice that Japanese FDI flow has changed its course and the amount of FDI towards 

other Asian countries are increasing. The other contribution to economic growth is the high 

quality of human capital, which can be partly captured by enrollment rate, literacy, and so on . 
Thus, it is important to discuss a new index of human capital , representing the capability of 
technology adoption and of technology development .

1.問 題の所在

先 進 国 の 経 済 成 長 率 が 低 い水 準 で推 移 して い る一 方 で、 東 ア ジア の 国 々 は 高 い成 長率 を記録 し

て い る。

世 界 銀行 のPolicyResearchReport(1993)は 『東 ア ジ ア の奇 跡 』 と題 して 、 高成 長 が ア ジア

の 特 定 地 域 を 中 心 と して 達 成 さ れ て い る実 態 を分 析 して い る。 高 成 長 とい う成 功 の鍵 は、 こ の

reportに よれ ば、 投 資(ま た こ れ を支 え る貯 蓄)と 人 的 資 本(humancapita1)に あ る
。 両 者

で成 長 の3分 の2を 説 明 し、残 りの3分 の1は 、 い わ ゆ る技 術 の キ ャ ッチ ・ア ップ な どの 生 産 性

の 向上 に よ る もの で あ る。'

と こ ろ がKrugman(1994)は 、 ア ジア の 成 長 の 奇 跡 な どは 起 きて い な い と主 張 した。 ア ジ ア の

経 済成 長 は 真 の 成 長 で は な く、 単 に投 入 す る資 源 が 増 加 した た め に経 済規 模 が拡 大 した に す ぎな

い、 と い う分 析 視 点 が そ の根 拠 に な っ て い る。 「成 長 は まぼ ろ し」 と した 指 摘 は
、 東 ア ジ ア経 済
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への期待が大 きかった分、衝撃 も大 きかった。Krugman教 授の考 える真の成長 とは、投入一単

位当た りの産出が増加す ることであり、技術進歩が生 じてTFP(全 要素生産性)の 上昇が観測

されることをいう。

TFPの 上昇が、この地域で見られたかどうか、研究者によって主張がわかれる。Krugman教

授の分析のように、技術進歩は起 こらなかったのだろうか。

TFPの 上昇は、その定義 によ り、資本ス トックおよび人的資本の増加によらない生産性向上

部分である。東アジアの国々で、 もしTFPの 水準が成長要 因として認識 されない程度であると

すれば、なぜ、 これらの国々で高い経済成長率の実現が可能であったのだろうか。TFPで 表現

されない技術進歩が成長に貢献 していた、 と考 えるのがもっとも自然であろう。TFPで ない技

術進歩 とは、すなわち、資本に体化させた技術進歩および人(労 働)に 体化された技術進歩であ

る。前者は、たとえば海外からの直接投資 を受け入れて、生産活動を行なった場合が相当する。

後者は、生産活動に参加 している労働者が新 しい技術 を身につける場合など、humancapitalの

状態に関連する。

本論文では、 日本 とアジア諸国 との技術交流 を概観 しなが ら、TFPに 表れない技術進歩をも

たらす直接投資の実態を分析 し、人的資本の重要性 とそれを把握す る指標について考察 を加える。

2.日 本 とアジア との技術交流

日本 と他のアジアの国々との技術の取引をみると、圧倒的に日本側の輸出超過である。 日本の

技術貿易の総額では、1993年 度の輸出額およそ4000億 円、輸入額3630億 円であ り、輸出入が拮抗

しているが、これは主 としてアメリカからの輸入が多いためである。アジア地域 との技術取引に

絞ってみれば、1990年 代に入って 日本の技術輸出額は1500億 円を超えてお り、一方の輸入額はそ

の300分 の1程 度である。アメリカとの技術取引が、 日本の入超 とはいえ、 日本からの輸出分 も

輸入額の50%に 達 しているのと比べて、アジア地域 との技術取引は 日本か らの一方方向に近い状

態である。

日本の技術輸出額が多い順に相手国を挙げると(1992年)、 アジア地域内では、韓国、 タイ、

シンガポール、台湾、マレー シア、中国、イン ドネシアなどとなっている(グ ラフ2-1)。 特

に注 目すべ きは、輸出相手国としての韓国の地位が相対的に低下 し、タイ、シンガポール、マ レー

シアへの輸出の伸びが1980年 代 と比べて著 しい。

では、 どのような分野の技術がアジア諸国に移転 しているのか。表2-1は 、西アジアを除 く

アジア地域へ輸出された技術の件数および日本の対価受取額のデータである。製造業のうち、化

学、鉄鋼、機械、電気機械、輸送用機械 を取 り上げている。これ ら5産 業だけで、輸出件数の7

割、受取額の8割 に達 しているためである。各産業ごとにみた技術輸出は、件数に関しては全体

の3分 の1か ら半分以上、受取額では全体の4分 の1か ら3分 の2近 くがアジア向け となってい

る。特に、電気機械は件数がこの10年 間に倍増、受取額が4倍 になり、 また、アジア向け技術輸

出全体のなかに占める割合が受取額については40%を 超えている。

産業別の輸出件数および対価受取額の推移をグラフに表せば、 より特色が明らかになる(グ ラ

フ2-2、2-3)。 技術輸出の中心は電気機械 と輸送用機械であ り、逆に鉄鋼業は、特にその

受取額 でみて全体のなかの割合が低下し重要性を失っている。

こうした日本か らの技術移転は、その技術が実際の生産活動に利用 されて、経済成長に寄与す
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ることになる。その際、移転された技術がその国に定着 して、それにより産業が自立してい く場

合が一つ考えられる。これまで輸入 していた製品を国内で生産 し、やがて輸出するにまでいたる

場合である。 これとは別に、技術移転によって、移転先の国の企業が技術輸出国の企業の生産工

程に組み込 まれる場合 も考 えられる。 日本の企業が海外において部品の生産工場を設立し、完成

部品を日本に向けて輸出させて国内生産に投入する、 とった場合である。このとき、生産工程へ

のlocalparticipationは 増大 していかない。産業の自立 とは異なる結果 をもたらすことになる。

村岡直人氏の指摘によれば、アジアとの貿易は日本側の黒字であ り、 日本向けの輸出がのびて

いない分野(原 動機、通信機、自動車、プ般機械、素材、化学)が ある。この点を日本からの技

術移転の状況 とあわせて考 えれば、 日本の技術輸出の中心的分野は、アジアから日本への製品輸

出ののびていない分野であって、技術移転に ともなう産業の自立促進ではな く、分業体制の確立

の方向へ進んでいる、と推測できる。

3.資 本および人的資本に体化された技術進歩

技術移転の形態の一つに海外直接投資がある。技術が資本に体化 されて海外に移動する。具体

的には、 日本企業が海外に現地工場 を設立したり、相手国の企業 との間に合弁会社 を設立した り

する形をとる。

また技術移転は、ただそれだけでは生産活動に貢献 しない。技術 を受け入れ、吸収できる能力

を培い、また技術が定着するような努力も必要 とされる。これには、人的資本の形成のための投

資が含まれると考えてよい。

(1)直 接投資の役割

1980年 代半ばから1992年 までの日本の海外直接投資は、総額でみると(ド ルベースで)1989年

をピー クに減少 している。また、地域別に投資額をみると、1989年 ～1990年 あた りを境に、ふた

つの重要な変化が読み取れる(グ ラフ3-1)。 まず第一に、1980年 代半ばか ら増大 したNIES

向けの投資が1989年 をピークに減少し、1992年 にはピーク時の3分 の1に まで縮小 している。一

方、同じアジアのなかでもASEAN諸 国への直接投資は、わずか5年 間に10倍 とな り、1990年 を

ピークにその後のびは停滞している。このことから、日本からアジア地域への直接投資の流れは、

NIES向 け中心からASEAN向 けへ と変化 したことがわか る。

第二に、 日本からアメリカへの直接投資額は、1992年 において もまだ、NIESお よびASEAN

の二地域を合わせた額 を上回っているが、1989年 をピークに減 りつづけ、1992年 にはピーク時の

半分に満たなかった。1980年 代は、日本にとってアメリカは直接投資の相手国として最 も重要で

あったが、1990年 代にその重要度は相対的に低下したのである。*1

また、日本の海外直接投資 を業種別にみると、投資額の伸び率 は、1980年 代半ばには100%を

超える業種 もあったが、しだいに伸び率は低下し、マイナスがつづ く業種(鉄 ・非鉄、機械、電

機など)も 出てきた(グ ラフ3-2)。 またアジア諸国への直接投資に限ってみれば、①化学②

電機③鉄 ・非鉄④機械⑤繊維の順 で投資額が多 くなっている(1992年)。 しか しながら、これら

のうち電機、機械、繊維については前年より額が減少 している。 したがって、 日本の直接投資額

は全体 として低下してお り、アジア諸国は業種によっては 「脱 日本」傾向を示していることがわ

かる。

1994年 ジェ トロ白書によれば、円高を背景 として、日本企業の生産拠点が中国やASEAN諸 国
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に移転 している。先ほどのデータか らも言えるように、かつての円高対策においては、直接投資

を通 じてアメリカへの進出が中心であったが、最近はアジア地域への直接投資とアメリカ向けの

ものとの差が小 さくなって きていた。ジェ トロの調査でも、資本財 を日本から調達 し現地の雇用

を確保 し、製品を日本や第三国に輸出する、 とい う日系企業の姿が明らかにされている。

直接投資の形 をとる技術移転は、生産活動が開始 され、アジア諸国の貿易構造が製造業中心

(製品輸出)と なって高度化すれば、その一定の役 目は終了す ることになろう。したがって、業

種によっては、 日本か らの直接投資の伸びはマイナスを示 しているのである。この時点で、アジ

ア諸国を取 り込んだ国際分業のしくみができあがっている。 これらの国々の輸出パーフォーマン

スは良好であり、高い経済成長率 をもたらしたのである。

(2)humancapitalへ の投資の重要性

世界銀行のreport(1993)に おいても、 また経済企画庁編 『アジア経済1995』 の中でも、人的

資本の経済成長への貢献が指摘 されている。

前節で述べてきたような直接投資がなされた後に、現地の生産活動が継続 して発展するかどう

か、人的資本の形成が大 きく左右することになる。谷浦(1990)に よれば、実際に生産が開始さ

れたときに、現地のスタッフが、 日本人技術者の作成 した作業マニュアルに記載 された以外の活

動をまった くできないのは深刻な状態である、 と指摘 している。 もし、マニュアルで対処できな

い困難な状態が技術上生 じた際、生産技術 を習得できていなければ、問題発生のたびに 日本人技

術者に頼 らざるをえない。すなわち、直接投資を通じて資本に体化された技術は、あたかも現地

へ移転されたかに見えるが、現地の技術者がそれを習得 できず、 自立した技術に結びつけること

ができないのである。

移転 された技術が移転先に定着 して自立していくには、①humancapitalの 形成の基礎 となる

教育、②独 自の研究開発部門、 この二つの充実が条件 として必要 となって くる。

①教育によるhumancapitalの 形成

必要とされる人材が育成されているか、潜在的にhumancapita1の 下地が形成されているかを、

比較できる形で把握 している指標が、初等 ・中等教育および高等教育の在学率、非識字率、公的

教育支出などの教育に関す る指標である。

在学率 と一人当たり所得の関係 をみると、所得が高いほど、在学率は高 くなる傾向にあるが、

NIESやASEAN諸 国の在学率は、同じ所得水準の他の国々よりも一般に高い(世界銀行(1993))。

非識字率は、 日本の0.2%に ははるかに及ばないものの、韓国3.7%、 タイ7.0%、 シンガポー

ル17.1%、 イン ドネシア18.4%、 マレー シア21.6%と なっている(UNESCO1993年 版 「統計年

鑑」*2)。 これ らの値 は、たとえばアフリカ諸国の値(40%か ら70%)に 比べ るとかなり低い。

数値計算など基礎学力に関するテス トの点が、東アジアの子供は他の開発国よりもよい*3こ とと

あわせて、教育水準は全般 に高いと言える。.

政府の教育支出は、潜在的humancapita1へ の投資の一つであると考えられる。教育に関わる

コス トを、家計が全て負担するのではな く公的に補完すれば、より多くの子供がより長期にわたっ

て教育 を受けることが可能になる。教育を受ける機会が、家計の所得によって制約されないから

である。

以上の教育指標は、将来生産活動に貢献するであろうhumancapita1を 示す ものである。現時

点で生産活動に 「投入される」humancapitalが 、技術的質の高い水準にあるかどうかは、た と

えば、専 門的 ・技術的職業従事者*4、 公費による学生 ・研修生の受入数*5な どで把握できよう。
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技術移転のホス ト国へ、現地スタッフが研修生 として派遣され技術を習得する形は
、技術が人に

体化 して移動す ることにほかならない。そして帰国後、生産活動に参加すれば、人に体化 した技

術が労働 とともに投入される。投入されているhumancapita1の 技術水準は高まってお り、成長
に寄与するであろう。 また、「専門的 ・技術的職業従事者」の人数は

、間接的に技術に関す るホ
ス ト国への依存度を表 していると考 えられる。

②研究開発(R&D)部 門の充実とhumancapital

Fischer(1987)に よれば、技術移転の目的は 「技術のmasteryで あ り、将来は自国で技術開
発が可能になる」ことである。技術移転を受けた後、技術的に独立するには、ホス ト国の援助な

しに・技術上の問題に対処できなけれ1まならない.技 術上の問題には、たとえばE。kau、(1987)
の中にも言及されている、いわゆる技術の 「適正性」の問題 も含まれる

。移転 された技術は、 も
ともとホス ト国の開発によるもので、移転先にそぐわない不適切な部分があるという論点である。もし現地

に・研究開発の能力があ扣 ゴ・適正な技術へ改良することが可能 となり
、適正問題は解

決できよう。また、独自の技術を開発できるようになれば、さらに経済成長を促すことになるだ
ろう。GriffinandMckinley(1994)で も、最新技術を導入するのではな く、段階的に技術進歩

を追求す るほうが望ましいとしている。*6

研究開発部門の規模は、研究開発支出額および活動に従事 している研究者の人数で把握される

が、R&D活 動に投入されている研究者は、まさに技術 を支 えるhumancapita1で ある。

R&Dに 携わる研究者の各国間比較は、UNESCOの 統計年鑑のデータより可能である
。ただ

し・調査年次がそろわないこと・人・による調整が必要なことなどの理由により
、糸匿続的になお

かつ直接的には比較できない。

日本では 厂科学技術研究調査報告」において、研究者の人数が活動主体別、産業別、研究機関
および大学における組織 ・学問別に、詳 しく記載されている。グラフ3-3に は、 このうち、企
業の 「研究関係従事者」(CMPRDLBR)、 研究機関の 「研究本務者」(INSTREG) 、大学の 「研
究者」(UNIVRSCH)の 人数の推移が示 してある。*7グ ラフか ら、 日本では企業の研究者の占
める割合がかなり大 きいことがわか る。 また、研究者の数は増大 してお り、全体 として100万 人

に迫ろうとしている。

他のアジアの国々の現状は、日本 と比較するほどにはデータが不備のため、現段階ではできな
い。 しか し、確固たる水準の高いhumancapita1を 基礎 としてR&Dを 前進させ

、独 自の技術開
発に成功す る可能性が高 まるのであれば、研究者 ・技術者の育成 と実態の把握は重要である

。他
国の研究者 ・技術者データが充実すれば、より詳細にその比較ができるようになり

、技術移転 と
humancapita1の 分析はより進展すると期待 される。

4.今 後 の 課 題:新 しい 指 標 の 作 成 の 必 要 性

GriffinandMckinley(1994)は 、 「humancapita1の 形 成 は
、 そ の 国 に とって 最 適 な技 術 を採

用 す る こ とに な る」 と し、 「長期 に は そ の 国 の 比 較 優 位 を もた らす 主 要 な もの
」 と位 置づ け 、 重

要 性 を強調 して い る。

とこ ろが 、humancapita1を 総 合 的 に把 握 す る指 標 の 作 成 は あ ま り試 み られ て い な い
。 前 節 で

述 べ て き たhumancapita1の 一 側 面 を と らえ て い る もの は 、相 互 間 の 関 連 や 、R&D活 動 との 関

連 な どが 、 デ ー タ上 確 認 で きな い。 た とえば 、 総 務 庁 の 「科 学 技術 研 究 調査 報告 」 に お け るR&
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D支 出 は、 そ の 半分 近 くが 人 件 費 で あ る。 それ が 果 た して 、就 学率 、 理 工 系 学 生 数 、 海 外 との 技

術 者 交 流、 国 内 で の研 修 な ど、教 育 やhumancapitalへ の 投 資 と どの よ うに関 係 して い るの か。

統 合 さ れ た指 標 を作 成 す る必 要 が あ る。

今 後 、 こ う したhumancapitalの 総 合 指 標 を考 え る に あ た っ て 、参 考 とす べ き二 つ の試 み が あ

る。第 一 に 、GriffinandMckinleyの 研 究 で開 発 さ れ たHumanDevelopmentIndex(HDI)で あ る。

こ れ は、 寿 命 、 知 識(識 字 率 と在 学 年 数)、 所 得 の 三 つ の 要 素 を含 ん だ 指 数 で あ る。 しか し残 念

なが ら、 このHDIに は 技術 開発 に 撲 入 され るhumancapita1が 考 慮 され て お らず 、 前 節 で述 べ た

二 つ の 条 件(教 育 と研 究 開発 部 門)を 満 た さ な い。

第 二 に 、 科 学 技 術 庁(1995)の 作 成 した 科 学 技 術 力 の 合 成 指 標 が あ る。R&D活 動 を投 入 面 と

産 出 面 に分 け て 、 それ ぞ れ を表 す と考 え られ る複 数 の 指 標 を採 用 して合 成 して い る。 活 動 の 投 入

面 の採 用 系列 の う ち、humancapita1に 関 す る もの は 、 理 学 士 取 得 者 数 、 工 学 士 取 得 者 数 、 研 究

者 数 の三 つ で あ る。 この 指 標 で は、 潜 在 的 なhumancapitalの 形 成 は無 視 され て し まい 、 ま た 国

際 比 較 を行 な うの で あれ ば 、 人 口規 模 に よ る調整 が 必 要 と な る。

よ り望 ま しいhumancapital指 標 は、 こ の 二 つ の研 究例 の 問 題 を 克服 す る よ うに考 案 され なけ

れ ば な ら な い。 幅 広 く と らえ るに は 、 ① 教 育 面 の指 標(在 学 率 ・期 間 、 知 識)、 ② 教 育 お よび 科

学 技 術 に 関 す る政 策 面 で の指 標(教 育 関連 支 出、 科 学 者 ・技 術 者 交 流 制 度 の 充実 の 程 度)、 ③R

&D活 動 に 直接 関 わ るhumancapital指 標 の少 な くと も三 つ の 側 面 か ら把 握 す るこ とが 重 要 で あ

る。 特 に ③ に つ い て は 、 どの よ う な産 業 ・組 織 に、 どの よ う な分 野 の 専 門 的 知 識 を もつhuman

capita1が 分 布 し て い るの か 、 に 注 目す る こ とが 可 能 で あ れ ば 、 指 標 の 意 義 が 高 ま る。R&D活

動 に投 入 され るhumancapitalの 分 野 は、R&D成 果 に 影響 を与 え る。R&D成 果 は生 産 活 動 に

投 入 さ れ、 成 長 の 速度 を左 右 す るか ら、 した が っ て③ で い う と こ ろのhumancapita1の 分 布 状 況

は、 究 極 的 に は成 長 の 方 向 を決 定 す る こ とに な る。

新 しいhumancapita1指 標 の 作 成 は、 こ の よ うな 意 味 で 重 大 で あ り、 早 急 に開 発 が 待 た れ る と

こ ろ で あ る。 こ れ は是 非 と も今 後 の 課 題 と した い。

注:*1Machado(1995)の 指 摘 に よ れ ば 、 第 二 次 世 界 大 戦 後 の 日本 の 海 外 直 接 投 資 額 を み

る と、 波 が 三 回 訪 れ て い る と い う。 第 一 の 波 が1969年 か ら73年 の 間、 第 二 の 波 が

1978年 か ら84年 の 間 、 第 三 の 波 が1986年 か ら90年 の 間 と な っ て い る。 こ の論 文 で 注

目 して い る時 期 は 第 三 の 波 の 終 わ りご ろ とい え る。 した が って 、 新 し い動 きが 把 握

され始 め た時期 とい っ て も よい。

*2非 識 字 率 は通 常15歳 以 上 を対 象 と して い るが 、 国 に よ っ て は 調査 対 象 の 年 令 が 異 な る

場合 もあ る。 ま た デー タ の調 査 年 次 も必 ず し も同 じ年 で は な い 。

*3具 体 的 なス コア な どは世 界銀 行(1993)Appendix1.2を 参 照 の こ と。

*4職 業別 の 経 済 活 動 人 口 は、 国 際労 働 機 関(ILO)の 「労 働 統 計 年 鑑 」

*50ECDの 「開 発 協 力 」 に 関 す る統 計 。 先 進 国別 の受 け入 れ 人数 が推 計 され て い る。 し

た が って 、,開発 途 上 国別 に、 技術 者 の 交 流 を示 す もの で は な い。

*6技 術 習得 の 段 階 を、 彼 らはlearning-by-applying ,learning-by-doing,learning-by-

using,learning-through-training,learning-by-searchingの よ うに 区切 って い る。

*7R&Dに 従 事 す る研 究 者 等 の分 類 は 活動 主体 別 に異 な っ て お り、 特 に 企業 に 関 して は

細 か い 。 こ こで は企 業 につ い て はR&D業 務 関 連 に携 わ る全 員 を含 ん だ数 字 に な って
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い る 。
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表2 産業 別技術 交流(ア ジアへ の技術 輸 出)

1984

件 数 総数に占める割合(%)アジア向けに占める割合(%)対価支払額(百万円)総 数に占める割合(%)アジア向けに占める割合(%)

全産業

製造業

化 学

鉄 鋼

機 械

電 機

輸送用機械

2549

2256

337

72

345

555

252

47.0

48.4

:1

17.5

63.5

50.7

47.9

100

..

13.2

2.8

13.5

21.8

9.9

1987

112516

97812

・・

14311

7214

20948

12233

40.5

42.2

22.9

44.2

63.3

44.4

30.7

100

:・ ・

7.6

12.7

6.4

18.6

10.9

件 数 総数に占める割合(%)アジア向けに占める割合(%〉対価支払額(百万円)総 数に占める割合(%)ア ジア向けに占める割合(%)

全産業

製造業

化 学

鉄 鋼

機 械

電 機

輸送用機械

3152

2974

463

128

411

771

359

52.9

52.3

39.9

34.3

61.8

54.5

52.2

100

94.4

14.7

4.1

13.0

24.5

11.4

1990

86435

76182

9306

2810

3854

29239

15861

40.1

37.9

23.7

28.1

44.1

47.8

32.2

100

..

10.8

3.3

4.5

33.8

.,

件 数 総数に占める割合(%)アジア向けに占める割合(%)対価支払額(百万円)総 数に占める割合(%)ア ジア向けに占める割合(%)

全産業

製造業

化 学

鉄 鋼

機 械

電 機

輸送用機械

::

・:1

587

86

513

969

502

54.3

54.0

43.2

23.9

66.5

57.2

51.7

100

94.7

15.1

2.2

13.2

24.9

12.9

1993

153317

139578

16600

1471

5077

55679

33893

45.2

43.5

28.5

15.6

35.3

57.4

36.8

100

91.0

10.8

1.0

3.3

36.3

22.1

件 数 総数に占める割合(%)アジア向けに占める割合(%)対価支払額(百万円)総 数に占める割合(%)ア ジア向けに占める割合(%)

全 産 業4350

製 造 業4247

化 学624

鉄L鋼152

機 械561

電 機1142

輸送用機械565

出所:「 科 学技術 研 究調査報 告」

52.2

51.8

44.0

33.0

57.0

55.2

45.3

(各 年 版)

100

97.6

14.3

3.5

12.9

26.3

13.0
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186416

:1':・

15126

5761

7814

81128

43522

46.6

45.9

25.5

43.3

42.4

63.7

34.1

100

97.1

8.1

3.1

4.2

43.5

23.3
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グ ラ フ2-3ValueofTechnologyExchange

(Asia,excl.WestAsia)

data:FinanceMinistry

グ ラ フ3-1ForeignDirectlnvestment(Japan)
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グ ラ フ3-2 DirectInvestment(Japan)

グ ラ フ3-3TimeSeriesinNumberofPersonsEngagedinR&D

(companies,researchinstitution,universityandcolleges)
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